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第１ はじめに 
 

１ 本書の位置付け 

本書は、吹田市立高齢者生きがい活動センター（以下「センター」という。）の管理運営に関し、

吹田市（以下「市」という。）が指定管理者に要求する管理運営の基準を示すものです。 

本書に示されている業務の仕様・基準を満たす限りにおいて、自由に事業計画の作成を行うこと

ができるものとしますが、その際には「募集要項」等において示された諸条件を必ず遵守し、その

他の内容についても十分留意して事業計画書を作成するものとします。 

 

第２ センターの運営に関する業務基準 
 

１ センターの使用許可等に関する業務 

（１）使用証交付申請書の受理及び使用証の交付 

（２）使用団体登録申請書の受理及び使用団体登録証の交付 

（３）専用使用許可申請書の受理及び専用使用許可書の交付 

（４）使用期間に係る許可 

（５）使用内容の変更の許可 

（６）使用の許可の取消し 

（７）特別の設備の設置の許可（センターの造作を伴うものは除く。） 

  

２ センターの運営に関する業務 

（１）入館及び退館への対応 

利用者の入館及び退館に関する手続きを行うこととします。その場合、利用者への利便性及

び安全性に十分に配慮し、快適に利用できるように努めるとともに、駐車場及び駐輪場の利用

方法について周知することとします。 

 

（２）急病等への対応 

センターの利用者、来場者等の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と連

携し、緊急時には的確な対応を行うこととします。 

 

（３）緊急時の対応 

防犯・防災対策及び災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び関係機関への通報等

についてのマニュアルを作成し、職員に周知徹底を図るとともに、緊急時には的確な対応を行

うこととします。 

また、災害時等に本市の災害対策本部が避難場所等として、センターを使用する必要がある

と認めるときは、災害対策本部の指示に基づき、優先して避難者等を受け入れることとします。 

 

（４）センターの広報宣伝について 

センターの案内パンフレット及び事業のＰＲ用ポスター、チラシ等の作成・配布を行うこと

とします。 
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（５）ホームページの運営管理について 

ホームページを作成し、センターの事業をはじめ、高齢者の健康増進や生きがいづくりへの

支援に関わる情報などの提供を行い、更新等の運営管理を行うこととします。 

 

（６）利用者用検索専用パソコンの管理について 

センター利用者に、検索専用パソコンの使用方法の説明及び運営管理を行うこととします。 

 

（７）その他の業務 

ア  電話等での各種問い合わせへの対応、来場者及び見学者等への応対（センターの案内）等、 

必要な対応を行うこと。 

また、千里ニュータウンプラザ（以下「プラザ」という。）内の他の施設とも情報交換、連

携をとり、来館者に対して丁寧な応対ができるよう努めることとします。 

イ 吹田南千里ＰＦＩ（株）やプラザ内各施設管理者が集まる「千里ニュータウンプラザ連絡

会議」に出席することとします。 

   ウ プラザ内のルールを遵守するとともに、市及び吹田南千里ＰＦＩ（株）から協力を求めら

れたときは積極的に協力することとします。 

 

第３ 高齢者の福祉の増進及び利用者サービスに関する業務基準 
 

吹田市立高齢者生きがい活動センター条例第 3 条に掲げる事業を遂行し、高齢者の生きがいづく

りへの支援を行うとともに、高齢者の福祉の増進を図るなど、センターの設置目的を達成するため、

次の業務を実施するものとします。 

なお、自主事業とは、市が定める事業のほか、指定管理者がセンターの設置目的の範囲内で、市

の承認を得て魅力ある事業を独自に展開することをいいます。 

また、自主事業により利益が見込まれる場合は、その取扱いについて、応募時に提案することが

できます。 

 

１ 高齢者の福祉の増進に関する業務 

センターを最大限活用し健康や福祉、ボランティアに関する情報提供などを行うことにより、高

齢者の教養を深め、仲間づくりや世代間の交流を促進するとともに、生きがいづくりへの支援を行

うなど、高齢者の福祉の増進を図る事業を実施することとします。 

 

（１）生きがいづくりに関する事業 

生きがいづくりや様々な分野のボランティアに参加するための情報提供などを行うことによ

り、知識やノウハウを学び、生きがいと楽しみを見出し、地域活動などへの積極的な参加を図

るための事業の実施 

ア 生きがいづくりの支援に関するイベント等の実施 

イ 生きがいづくりの支援に関する各種講座等の実施 

  

（２）世代間交流などに関する事業 

高齢者から子どもまでの多世代が出会い、相互に理解深め、つながりを広げ交流を促進する

事業の実施 
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ア 世代間交流に関するイベント等の実施 

イ 世代間交流に関する各種講座等の実施 

  

（３）教養の向上に関する事業 

健康や福祉などに関する各種講座・教室を開催し、知識や教養を深めるとともに、生きがい

づくりや仲間づくり、交流をすすめることにより、講座・教室終了後も継続した活動への発展

が期待できる事業の実施 

ア 健康・福祉などに関する各種講座等の実施 

イ 利用者用検索専用パソコンを活用した講座等の実施  

 

（４）自主事業の実施 

市が定める事業のほか、センターの設備、機能を最大限に発揮して、センターの設置目的の

範囲内で魅力ある自主事業を、自らの経費で提供できるものとします。 

   なお、参加費は市と協議のうえ設定するものとします。 
 

※（１）から（３）の事業については、市が実施している吹田市いきがい教室の科目及び 

内容と重複しない事業を実施するものとします。 

また、吹田市立高齢者生きがい活動センター条例第８条に関わらず、材料費実費のみ参

加費としての徴収を可とします。 

 

２ 利用者サービスに関する業務 

（１）利用促進・サービス向上事業（自主事業） 

上記の事業の他、センターの利用促進、利便性の向上等を考慮した事業（自主事業、ただし、

原則として飲食物の販売を除く）を提案し、実施できることとします。 

なお、自主事業を実施しようとする場合、実施前に市と協議を行い、市の承認を得ることと

します。 

 

３ その他の業務 

（１）市が主催・共催及び後援する事業への協力 

市が主催・共催及び後援する各種事業及び教室、並びに公用及びあらかじめ指定する事業の

実施にあたっては、会場の優先確保など、関係団体と協力して円滑な運営を図ることとします。 

 

第４ センター及び附属設備等の維持管理に関する業務基準 
 

センターの施設維持管理は、プラザ全体の施設維持管理(建築物保守管理業務、建築設備保守管理

業務、外構施設保守管理業務、環境衛生管理業務、清掃業務、植栽維持管理業務、警備業務、修繕

業務、駐車場・駐輪場管理業務）を行う、吹田南千里ＰＦＩ（株）が行います。 

指定管理者の業務は以下のとおりとします。 

 

１ 清掃・廃棄物処理業務 

センターの良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、センターの快適な空間を保つために、センタ
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ー内の随時清掃及び廃棄物処理を実施することとします。 

（１）清掃業務 

日常清掃を行い、建物、備品、用具などが常に清潔な状態に保たれるようにすることとしま

す。また、消耗品は常に補充することとします。 

 

（２）廃棄物処理 

センターから発生する廃棄物について、指定管理者の責任及び指定管理料等により、「廃棄物

の処理及び清掃に関する法律」「吹田市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」及び市の指示

に基づき、適正に処理し、廃棄物の減量に努めるものとします。 

事業系ごみ（一般廃棄物）については、市の指示に基づき分別を行った上、資源循環エネル

ギーセンター施設管理者の指示に従い、指定された場所、日時を守り、適正に廃棄することと

します。 

 

２ 公共料金支払業務 

業務の遂行に伴い発生する、次に掲げる公共料金については、指定管理料等から支出し、支払業

務を適切に行うこととします。 

 

（１）電話料 

（２）その他通信費等（ホームページ及びインターネット等の開設・保守・利用料等） 

なお、指定期間当初の公共料金支払いについて、（１）、（２）ともに以下のとおり取り扱うこと

とします。 

・請求日が指定期間に属する請求分について、当該期間の指定管理者が指定管理料等から支出す

るものとします。 

・電気料、上下水道料については、市が負担するものとします。 

・光熱水費等の適切な使用に努めることとします。 

 

３ 備品管理業務 
 

（１）備品の管理 

センターにおける活動に支障をきたさないよう、指定管理者は備品の管理を行うとともに、

不具合が生じた備品については、市と協議のうえ、更新を行うこととします。 

原則として、既存の備品（別紙備品一覧参照）の更新費用は市の負担とします。ただし、新

たな事業展開（自主事業を含む）のために必要とする備品の調達、更新費用は指定管理者の負

担とします。 

 

（２）備品台帳 

指定管理者は備品台帳を作成のうえ、備品の管理を確実に実施し、年１回以上の現状確認を

行うこととします。 

備品台帳に記載する事項は、品名、規格、金額、購入年月日、設置場所等を明記することと

します。 

なお、備品とは比較的長期間に渡って、その性質や形状を変えることなく使用に耐えるもの

で、購入金額が単価３万円以上の物品をいいます。 
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４ 保安警備業務 

センターの防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用できる環境の確保を行うこ

ととします。 

業務時間内にあっては、鍵の開錠、遺失品管理等を行うこととします。 

業務時間の終了時には、戸締り、消灯等の確認、各室の異常の有無の確認及び各所の火災予防点

検、鍵の施錠を行い、侵入者、不審者等を発見した場合は、適切な対応をすることとします。 

 

５ 修繕業務 

センターの管理上必要となる施設修繕については、指定管理者が行うものとします。ただし、 

経費の負担については以下のとおり取り扱うものとします。 

なお、大規模改修工事は市が実施するものとします。 

 

（１）建物等の修繕 

天災や老朽化、指定管理者及び市いずれの責めに帰すべき事由か明確でないものなど、全て

の建物修繕については指定管理者が負担することとします。ただし、経費が２０万円以上のも

のについては、市への報告を行い、修繕時期等を協議のうえ市の負担により修繕するものとし

ます。 

 

（２）設備機器・備品の修繕 

指定管理者が直接修繕できる程度の軽微なものを除き、指定管理者及び市いずれの責めに帰

すべき事由か明確でないものなど、設備機器・備品の修繕については指定管理者が負担するこ

ととします。ただし、経費が２０万円以上のものについては、市への報告を行い、修繕時期等

を協議のうえ市の負担により修繕するものとします。 

 

第５ 経営管理に関する業務基準 
 

１ 年度別事業計画書の作成業務 

毎年度当初に事業計画書を作成し、市に提出することとします。 

なお、作成にあたっては、市と調整を図ることとします。 

 事業計画書に記載する内容は以下のとおりとし、書式は市と協議のうえ定めるものとします。 

 

（１）管理の体制 

（２）管理の実施 

（３）管理に要する経費 

（４）自主事業の実施 

 

２ 事業報告書等（月次・年次）の作成業務 

利用状況等月次報告書及び事業報告書を作成することとします。 

利用状況等月次報告書は、翌月１０日までに市へ提出することとします。 
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事業報告書は、前年度分の事業報告を毎年４月末日までに市へ提出することとします。 

利用状況等月次報告書及び事業報告書に記載する主な内容は以下のとおりとし、書式は市と協議

のうえ定めるものとします。 

 

（１）利用状況等月次報告書の記載内容 

ア 利用状況（運営日、利用件数、利用者数、実施事業数、利用率） 

イ 管理業務の実施状況 

ウ 利用者からの意見、要望等への対応状況 

 

（２）事業報告書の記載内容 

ア 利用状況（運営日、利用件数、利用者数、実施事業数、利用率） 

イ 管理業務の実施状況 

ウ 決算の状況（費用明細） 

エ 自主事業の実施状況 

オ 事業に対する自己評価 

 

３ 事業に対する評価業務 

以下の方法により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させるように努めるとともに、

結果について市に報告することとします。 

利用状況等月次報告書及び事業報告書の結果等をもとに、指定管理者の業務が基準を満たしてい

ないと市が判断した場合は、是正勧告を行い、改善が見られない場合、指定を取り消すことがあり

ます。 
 

（１）利用者アンケート 

センター利用者を対象に、センターにおいて提供するサービスの評価に関するアンケート等

を、年に１回以上実施すること。 

なお、アンケート用紙の作成、配付、回収及び分析を行うこととします。 

 

（２）センターの管理運営に対する自己評価 

センターの管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を年次事業報告書にまとめ、

市に提出することとします。 

 

（３）市によるモニタリング・評価の実施 

市は、指定管理者の業務の遂行状況や実績を確認するため、モニタリング・評価を行います。 

 

（４）第三者によるモニタリング・評価の実施 

指定管理期間の 2 年目と 4 年目に第三者によるモニタリング・評価を実施します。 

 

（５）センターの管理運営に対する市の監査 

市の担当者は、センターの管理に係る業務又は経理の状況等について報告を求め、センター

の管理運営状況を確認するため、必要に応じていつでもセンターに立ち入り、書類等を閲覧す

ることができ、必要な指示を行うことができることとします。 
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また、監査員によるセンターの管理運営に対する監査がある場合は、必要な対応を行うこと

とします。 

 

４ 市及び関係機関との連絡調整業務 

市及び関係機関との連絡調整を図ることとします。 

 
 

５ 指定期間終了時の引継業務 

指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なくセンターの業務を遂行できるように、必

要な期間、引継ぎ業務を行うこととします。 

  

６ 経費 

指定管理業務にかかる経費は、予算の範囲内で毎年度に年度協定を締結して支払うものとします。 

 

第６ その他 
 

１ 管理運営体制の整備等 

（１）管理運営体制 

事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な管理・運営体制を構築することとします。 

 

（２）連絡体制 

市との連絡用に常設電話及びインターネット環境を整えることとします。 

 

（３）服務 

従事する全ての職員に対して公益使命を自覚させ、名札の着用、利用者に満足を与える接遇

（服装、身だしなみ、言葉づかい等）を徹底することとします。 

 

（４）研修の実施 

管理業務に従事させる者に、業務内容、個人情報保護、接遇、人権啓発及び火災、地震等の

緊急時の対応に関する研修、その他業務遂行上必要な研修を実施することとします。 

 

２ 文書の管理 

指定期間中の文書の管理について、市の指示に基づき、年度ごと、分野ごとに分類し、適切に管

理することとします。 

 

（１）使用申請書等の保管 

使用申請書等は、市の指示に基づき適切に保管し、指定期間内終了後に市に提出することと

します。 

 

（２）記録の保管 

事業の実施に伴って作成・整備した図面・記録類について、汚損、紛失等の無いよう適切な

方法で保管し、次期指定管理者に引継ぐこととします。 

保管期間は、基本的に以下のとおりとします。 

ア 協力業者一覧表、メーカーリスト、各種取扱説明書、保証書    永年 
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イ 官庁届出控、報告控                      永年 

ウ 年間、月例定期点検、測定記録                 永年 

エ 業務連絡簿                          ５年 

オ 日誌（業務日誌、清掃日誌等）                 ５年 

カ 事故、傷害記録                        ５年 

キ 修繕記録                           ５年 

３ 保険の加入 

傷害保険他（損害賠償金についての保証等）、募集要項等に定める自らのリスクに対応して、適切

な範囲で保険に加入することとします。 

なお、建築物に対する火災保険及び施設瑕疵による賠償責任保険については市が加入します。 

 

４ 個人情報の保護 

個人情報保護法並びに吹田市個人情報保護条例、その他、個人情報の保護に関する全ての関係諸

法令を遵守し、個人情報保護について職員に周知・徹底を図ることとします。 

また、業務上知り得た秘密を他に漏らし、または自己の利益のために利用することを禁じていま

す。指定管理期間の終了（指定の取消しを含む）後、及び従事者が職務を退いた後においても同様

とします。 

 

５ 環境への配慮 

省エネルギー・省資源、廃棄物の排出抑制、グリーン購入など、環境に配慮した取組に努めると

ともに、市が実施する取組には積極的に協力することとします。 

 

６ 行政手続条例に基づく審査基準等の設定 

吹田市行政手続条例に規定する行政庁に該当するため、使用許可等の処分は同条例の定めに従っ

てください。 

あらかじめ市と協議のうえ、審査基準、標準処理期間及び処分基準を定めることとします。 

 

７ その他の留意事項 

（１）遺失物の取扱い 

センター内の遺失物については、遺失物法に基づき適切に処理を行うこととします。 

 

（２）本書に記載のない事が発生したときは、市と指定管理者で協議のうえ決定するもの

とします。 


